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はじめに 

 
 一昨年秋以降の米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機の影響で、急激に悪化

していたわが国の景気は、緩やかに回復しつつあるものの、一方で海外景気の下振れ懸念や為替レー

トや株価の変動などにより、景気がさらに下押しされるリスクが存在し、デフレの影響や雇用情勢の

悪化懸念が依然残っている状況にあります。 
 このような状況に対し国においては、元気な日本を復活させるために予算の構造改革が不可避であ

るとし、「新成長戦略」を目標にムダ使いの根絶の徹底や不要不急な事務事業の大胆な見直しにより、

新たな政策・効果の高い政策に重点配分する財源を確保し、配分割合が固定化している予算配分を省

庁を超えて組替えが必要であるとしています。 
現下の地方財政は、三位一体の改革以降極めて厳しい状況にあることに加え、今後、政権交代

後の本格的な編成となる予算において、地方財政への影響が懸念される一括交付金や子ども手当とい

った国が掲げる主要政策や地方交付税制度などにも変化があることが予想されるため、当然の事なが

ら国の動向には十分注意する必要があります。また、景気低迷に伴い税収の落ち込みによる歳入不足、

増大する社会保障費や地方分権の進展に伴う財政需要増加など、地方財政を取り巻く環境は一層厳し

さを増しております。 
 このような経済社会情勢における本市の財政状況は、平成２１年度普通会計（一般会計、人材育成

事業特別会計、土地区画整理事業特別会計）において実質収支２億２百万円の黒字を計上したものの、

財政調整基金から１億７千万円を取り崩し、ようやく黒字を保っている状態にあります。また、経常

収支比率も９６．９％と、依然として高い数値で推移しており、今後社会保障費である扶助費や地

方債の元利償還金である公債費などの義務的経費の歳出増、後期高齢者医療制度などの制度施行

による新たな財政需要の増加など、政治・経済を背景とした歳入、歳出予算への影響により、本

市財政状況はますます逼迫した状況になるものと予想されます。 
このような中において、社会保障費や都市基盤整備、自然環境保全など多種多様な行政需要と

合わせて、多様化する市民ニーズにも的確に対応した行政運営や地方分権社会に則した特色ある

「まちづくり」が求められています。 
財政計画は、限られた財源の枠内において、総合計画・実施計画の実行性の確保と具体化のた

めの指針として、また予算編成、行政執行にあたっての指針として第５次行政改革大綱・実施計

画と整合性を図りながら健全な財政運営に資する目的に作成するものです。今回は、平成２１年

度決算をベースとして平成２２年度から５か年間の収支見通しの見直しを行いました。 
今後は、新たに見直しを行った財政計画を基に逼迫する財政の早期健全化に向け、行財政改革

に傾注してまいります。 
 
 
 

平成２２年１２月 
糸満市長 上 原 裕 常 
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Ⅰ．平成２２年度予算編成および中期的財政見通し 
１）平成２２年度当初予算への対応 
（１）予算編成方針における対応 
    平成２２年度予算編成方針は、第３次糸満市総合計画実施計画、行政改革大綱実施計画及び 

財政計画相互の整合性、連結性を基礎に中期的財政見通しを視野に入れ取り組むこととしてお 
り、厳しい財政状況の中で歳出削減に加え、新たな財源確保、人材の育成、民間活力の活用な 
どによる効率的・効果的対応を図りながら市民目線に立った行財政改革を推進するため、次の

とおり編成目標を設定しました。 
① 一般会計における充当一般財源総額を、前年度の１０７億円以下とする。 
② 歳入は自主財源の確保に全力で傾注し、歳出は経常的経費を前年度以下に抑制することで 
経常収支比率の縮小に努める。 
③ 公共事業に伴う新規起債発行額を８億円以下に目標設定するとともに、公債費適正化計画 
と整合性を図りながら普通建設事業費等の公共事業の圧縮に努める。 
④ 例年多額の繰越事業が発生していることから、事務事業の適正執行を図り、繰越明許予算

の解消に努める。 
    また、予算編成に当っては行政の果たすべき役割を十分に検討し、経営的視点を持った改革 

を推進することとしました。 
 
表 1－1 平成２２年度一般会計当初予算における概要（歳入） 

( 千円）

平成２２年度 平成２１年度 増減額 C 増減率(%)

区　　分
当初予算　A

構成比
(%)

当初予算　A
構成比

(%)
A-B C/B×100

　地方税 4,397,266 21.9 4,277,800 23.3 119,466 2.8

　分担金・負担金 294,923 1.5 271,420 1.5 23,503 8.7

　使用料・手数料 212,374 1.1 220,552 1.2 △8,178 △3.7

　財産収入 41,435 0.2 35,089 0.2 6,346 18.1

　繰入金 600,008 3.0 505,008 2.8 95,000 18.8

　諸収入 157,382 0.8 556,675 3.0 △399,293 △71.7

　その他自主財源（※1） 3 0.0 3 0.0 0 0.0

小　計 5,703,391 28.4 5,866,547 32.0 △163,156 △2.8

　地方交付税 5,659,794 28.2 5,561,570 30.3 98,224 1.8

　（１）普通交付税 5,244,156 26.1 5,145,932 28.0 98,224 1.9

　（２）特別交付税 415,638 2.1 415,638 2.3 0 0.0

　国庫支出金（※2） 4,529,327 22.5 3,608,867 19.7 920,460 25.5

　県支出金 1,752,740 8.7 1,392,795 7.6 359,945 25.8

　地方債 1,727,400 8.6 1,187,800 6.5 539,600 45.4

　うち臨時財政対策債 915,000 4.6 609,600 3.3 305,400 50.1

　うち減税補てん債 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　地方譲与税等（※3） 729,033 3.6 742,043 4.0 △13,010 △1.8

小　計 14,398,294 71.6 12,493,075 68.0 1,905,219 16.0

歳入合計 20,101,685 100.0 18,359,622 100.0 1,742,063 9.5

※1　その他の自主財源＝寄附金、繰越金

※2　国庫支出金には、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

※3　地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金

　　　 地方消費税交付金および地方特例交付金を含む。

自
主
財
源

依
存
財
源



 - 2 - 

 
表 1－２ 平成２２年度一般会計当初予算における概要（歳出） 

( 千円）

平成２２年度 平成２１年度 増減額 C 増減率(%)

区　　分
当初予算　A

構成比
(%)

当初予算　A
構成比

(%)
A-B C/B×100

　人件費 3,634,826 18.1 3,415,754 18.6 219,072 6.4

　扶助費 5,877,414 29.2 4,974,384 27.1 903,030 18.2

　公債費 2,404,152 12.0 2,390,538 13.0 13,614 0.6

小　計 11,916,392 59.3 10,780,676 58.7 1,135,716 10.5
0

　普通建設事業 2,729,004 13.6 1,971,858 10.7 757,146 38.4

　（１）補助事業 2,217,627 11.0 1,416,437 7.7 801,190 56.6

　（２）単独事業 511,377 2.5 555,421 3.0 △44,044 △7.9

　災害復旧費 29,000 0.1 29,000 0.2 0 0.0

小　計 2,758,004 13.7 2,000,858 10.9 757,146 37.8
0

　物件費 1,796,420 8.9 1,614,553 8.8 181,867 11.3

　維持補修費 222,478 1.1 141,792 0.8 80,686 56.9

　補助費 1,364,521 6.8 1,671,152 9.1 △306,631 △18.3

　積立金 0 0.0 415,000 2.3 △415,000 △100.0

　繰出金 2,015,528 10.0 1,707,249 9.3 308,279 18.1

　その他（※1） 28,342 0.1 28,342 0.2 0 0.0

小　計 5427289 27.0 5,578,088 30 △150,799 △2.7

歳出合計 20,101,685 100.0 18,359,622 100.0 1,742,063 9.5

※1　その他＝投資および出資金、貸付金、予備費

そ
の
他
の
経
費

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

 
 
（２）平成２２年度当初予算の概要 
    平成２２年度当初における一般会計の予算規模は、歳入歳出それぞれ２０１億１６８万５千

円、対前年度９．５％（１７億４，２０６万３千円）増で前年度を大きく上回っています。 
 歳入においては、固定資産税が土地の負担調整措置や大規模商業施設の建設等により対前年

度５．５％（１億２，２９１万２千円）増、軽自動車税が課税台数増により８．１％（１,１０
５万１千円）増、市民税が景気低迷の影響により伸び悩み、対前年度０．２％（３９２万４千

円）増となっており、地方税全体では２．８％（１億１，９４６万６千円）増となっています。 
また、地方交付税が１．８％（９，８２２万４千円）増額となったほか、子ども手当負担金、

糸満南小学校校舎新増改築事業、に伴い国庫補助負担金が２５．５％（９億２，０４６万円）、

県支出金が２５．８％（３億５，９９４万５千円）、公共施設整備基金繰入金が１，１５０．

０％（４億６，０００万円）、市債においては、臨時財政対策債（５０．１％、３億５４０万

円）及び投資的事業に伴う新発債により４５．４％（５億３，９６０万）それぞれ増額となっ

ています。 
一方、減額となった主なものとして、地方譲与税が対前年度５．５％（８６４万６千円）、 
ゴルフ場利用税交付金が対前年度２１．７％（１，２５８万５千円）、自動車取得税交付金が

２１．９％（９０４万１千円）となったほか、住宅使用料、幼稚園保育料等の減収により使用

料・手数料が３．７％（８１７万８千円）、減債基金からの繰入金７８．５％（３億６,５００
万円）、市債の退職手当債全額（１億５,５６０万円）が、それぞれ減額となっています。 
 歳出については、その他経費が減額（２．７％、１億５，０７９万９千円）となったものの、

義務的経費（１０．５％、１１億３，５７１万６千円）、投資的経費（３７．８％、７億５，７
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１４万６千円）ともに増額となっています。 
義務的経費については、人件費において平成２１年度当初予算編成に伴う期末手当単年度削

減分が戻り、対前年度比６．４％（２億１,９０７万２千円）増、扶助費が、子ども手当創設に
伴い７億２，１０１万円（児童手当措置費減額分５億１，８０２万円含む）増、障害者自立支

援給付事業５，３１６万９千円増、生活保護措置事業４，０６５万３千円増、住宅手当緊急特

別措置事業２，０５１万３千円増となり、扶助費全体で対前年度比１８．２％（９億３０３万

円）増となっています。地方債償還である公債費は、土地区画整理事業の公債費を一般会計に

移したことにより０．６％（１,３６１万４千円）増となっています。 
投資的経費については、糸満南小学校の移転に伴う校舎新増改築事業（７億６，１４３万５

千円）、屋外水泳プール建設事業（１億４，２０５万３千円）、屋外教育環境整備事業（１億１，

５５４万４千円）等が主な増額要因となり、全体としては３７．８％（７億５,７１４万６千円）
の増額となっています。減額に転じたその他の経費については、物件費が１１．３％（１億８，

１８６万７千円）、公共施設等の老朽化に伴う修繕費等の伸びにより維持補修費が５６．９％

（８,０６８万６千円）、特別会計等への繰出金が１８．１％（３億８２７万９千円）の増額に
なっていますが、補助費において後期高齢者医療運営事業で１８．３％（３億６６３万１千円）

の減額、地方債償還に備えるために積み立てる減債基金積立金が皆減（４億１,５００万円）と
なったため、全体では２．７％（１億５,０７９万９千円）の減となっています。 
 

２）中期的財政見通しによる分析 
（１）財政見通しの予測 
   ① 試算の留意事項 
     中期的財政見通しの将来値推計にあたり、実際の収支との開きを少なくするため平成２１ 

年度普通会計決算（一般会計に人材育成事業特別会計、土地区画整理事業特別会計を加えた 
もの）を基準値とし、平成２２年度から平成２６年度までの５か年間における収支見通しを 
試算しました。（表２） 

     なお、現在国において実施されている事業見直し等については現段階においてはその判断 
が困難であるため、現行の行財政制度化のもとで収支の試算を行っています。 
 また、繰越金や臨時的性格の収入については、算定から除外しており各年度の歳入にかか

る実数値は若干低めとなります。 
歳出見通しの試算については、実施計画内示額ではなく、各課からの要求額を試算基礎と

しています。これは、各課からの事業要求をすべて実施した場合の歳出額であり、実際の当

初予算編成時の要求額に近い数値であることから当該数値を用いています。 
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表２ 中期的歳入歳出の収支試算表 
（千円）

歳入（普通会計） 計　　画　　額 備　　　考

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

　自主財源 5,726,390 5,251,814 5,221,051 5,301,790 5,353,852

　地方税 4,397,266 4,557,507 4,526,744 4,607,483 4,659,545 調停見込額を基礎として徴収率設定し推計

　分担金・負担金 238,989 229,720 229,720 229,720 229,720

　使用料・手数料 268,308 254,938 254,938 254,938 254,938 平成２１年度決算額及び平成２２年度予算額を基準

　諸収入 165,773 156,386 156,386 156,386 156,386 に試算

　財産収入 46,771 43,985 43,985 43,985 43,985

　寄附金 2,502 2,502 2,502 2,502 2,502 年次的な歳入見込みを試算することが困難なため、

　繰越金 6,773 6,773 6,773 6,773 6,773 平成２２年度予算額を基準に試算

　繰入金 600,008 3 3 3 3 基金繰入金を除いた額で試算。

　依存財源 14,398,294 14,861,273 16,059,493 16,193,846 15,363,576

　地方譲与税等 (※1) 639,900 637,522 633,970 630,439 626,928 平成２１年度決算額及び平成２２年度予算額を基準に試算

　地方特例交付金 89,133 89,133 89,133 89,133 89,133 平成２２年度交付見込額と同額で試算

　地方交付税 5,659,794 5,754,974 5,700,233 5,537,454 5,457,848 平成２１年度決算額及び平成２２年度予算額を基準に試算

　国庫支出金（交付金を含む） 4,529,327 4,654,701 5,161,535 4,966,285 4,737,660

　都道府県支出金 1,752,740 1,996,343 2,272,022 2,564,535 2,481,707 平成２１年度決算額を基準値として試算

　地方債 1,727,400 1,728,600 2,202,600 2,406,000 1,970,300

歳入合計　（Ａ） 20,124,684 20,113,087 21,280,544 21,495,636 20,717,428

歳出（普通会計） 計　　画　　額 備　　　考

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

　義務的経費 11,916,992 11,908,409 12,139,100 12,306,480 12,365,339

　人件費 3,634,826 3,479,701 3,548,887 3,554,209 3,490,345

　扶助費 5,878,014 6,193,768 6,278,120 6,369,331 6,467,957 平成２１年度決算額を基準値として試算

　公債費 2,404,152 2,234,940 2,312,093 2,382,940 2,407,037

　投資的経費 2,789,423 3,363,842 4,408,175 4,735,180 3,728,161

　普通建設事業 2,760,423 3,334,842 4,379,175 4,706,180 3,699,161

　災害復旧事業 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 平成２２年度当初予算額と同額で試算

　その他の経費 5,418,269 5,992,378 5,457,880 5,310,667 5,287,766

　物件費 1,796,884 1,938,854 1,838,881 1,845,799 1,820,954 平成２１年度決算額及び平成２２年度予算額を基準に試算

　維持補修費 222,478 175,027 175,027 175,027 175,027

　補助費 1,372,079 1,513,287 1,074,234 901,721 930,787

　積立金 1 0 0 0 0 計画期間内は余剰金等は発生しないものとして試算。

　貸付金 17,581 17,581 17,581 17,581 17,581

　繰出金 1,984,071 2,322,454 2,326,982 2,345,364 2,318,242 平成２１年度決算額及び平成２２年度予算額を基準に試算

　投資及び出資金 841 841 841 841 841

　予備費 24,334 24,334 24,334 24,334 24,334 平成２２年度当初予算額と同額で試算

歳出合計　（Ｂ） 20,124,684 21,264,629 22,005,155 22,352,327 21,381,266

歳入歳出差引合計（Ａ）-（Ｂ） 0 △1,151,542 △724,611 △856,691 △663,838

翌年度へ繰り越すべき財源 （Ｄ）

収支見込み（Ｃ）-（Ｄ） （Ｅ） 0 △1,151,542 △724,611 △856,691 △663,838

収支差残高 0 △1,151,542 △1,876,153 △2,732,844 △3,396,682

※1　地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金
　及び自動車取得税交付金を含む。

 
   ② 歳入の見通し 

 自主財源の柱である市税は、平成２２年度の４３億９,７２６万６千円から平成２６年度ま
でに２億６,２２７万９千円の増加が見込まれますが、分担金・負担金、使用料・手数料、財
産収入等は概ね横這いで推移します。また、繰入金については、財政調整基金、減債基金、

の残高見込合計が４億５，７４０万３千円で本市の財政規模から考えると極めて低い積立残

高であり、これ以上の基金繰入は困難であることと、単年度収支をより明確にするため皆無

としています。 
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     自主財源全体では、繰入金の影響で平成２６年度に５３億５,３８５万２千円となり、平成 
２２年度当初予算と比較して５億２,２５３万８千円（８.８９％）の減となります。この差  
額の大きな要因は、基金からの繰入金（６億円）です。 
 依存財源では、地方譲与税等については、原資となる都道府県税が景気悪化による消費の

落ち込みなどにより減収すると考えられることから１,２９７万２千円（２．０％）の減、地
方交付税は、地方譲与税等の減収分を補てんしながらも、地方税の増額が影響する形で２億

１９４万６千円（３．５％）の減、また地方特例交付金については、国の制度を現時点で予

測することが困難なため概ね同額で推移します。一方、国庫支出金、都道府県支出金、地方

債は投資的事業や扶助費の影響を受け増加で推移し、歳入全体では５億９,２７４万４千円
（２．９５％）の増になります。 
 

   ③ 歳出の見通し 
     義務的経費のうち人件費については、平成２２年４月１日現在の職員数（３９８人）が今 

後５年間増減が無いものと仮定して試算しており、給与（給料、諸手当等）は同額推移しま 
すが、国の政策によりこれまで補助対象であった道路整備事業の事務費（人件費充当）が削

減され１億４,４４８万１千円（４．０％）の減額となります。また、扶助費については近年
の経済情勢の影響で社会保障関係費が増加していることと、子ども手当の創設による増額を

考慮して過去３年間の平均値で試算した結果５億８,９９４万３千円（１０．０％）増額とな
り、公債費についてはおおむね横ばい（２８８万５千円、０．１％増）で推移することとな

ります。 
投資的経費増加の要因としては、「①試算の留意事項」で述べたように、「事業要求をすべ

て実施した場合」を試算基礎としているため９億３,８７３万８千円（３３．７％）の増加に
なっています。 
その他の経費については、投資的経費と同じ試算基礎としたため物件費が２,４０７万円
（１．３％）、社会保障費増加の影響による特別会計等への繰出金が３億３,４１７万１千円
（１６．８％）増となっています。 
一方、補助費については平成２４年度までに糸満市・豊見城清掃施設組合ごみ処理施設に

係る地方債償還が終了、同組合に対する補助金が減となり４億４,１２９万２千円（３２．
２％）の減額になります。 
その他、積立金については決算剰余金は見込まないこととし、また維持補修費、貸付金、

投資・出資金は概ね同額で推移するものと試算した結果、歳出全体では１２億５,６５８万２
千円（６．２％）の増になります。 
 

   ④ 収支の見通し 
     歳入・歳出試算の結果、各年度において多額の収支不足が生じ、平成２３年度から平成２ 

６年度までの４年間で収支改善を特段講じないまま推移した場合、累積赤字である収支不足 
合計額は３３億９,６６８万２千円となり、投資的事業を取捨選択し、平準化しても単年度平
均で約８億５，０００万円の収支不足となります。（表３） 
平成２２年度当初予算については、収入の不足分を基金取り崩しにより補てんすることで 
編成していますが、平成２３年度以降は基金残高の減少や地方税をはじめとした自主財源、

地方交付税を含めた依存税源の収入が大きく伸びない中においては、旺盛な行政需要をすべ

て満たすことは非常に困難な状況にあります。 
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表３ 中期的歳入歳出の収支試算 

 
 
（２）中期的財政見通しにおける財政指標分析 
   ① 経常収支比率 
     推計結果による経常収支比率の数値は、平成１６年度の１０２．８％を境に若干ながら減

少傾向にありますが、概ね９０％後半～１００％で推移すると見られ、これは、財政運営の

硬直化が極限にまで進行し、本市の財政状況がまさに危機的領域に達していると言えます。

このことは、市税や普通交付税等の一般財源が、人件費、扶助費、公債費といった経常的経

費の財源として概ね消費され、政策的経費や投資的経費などはほとんど賄えない状況にある

ことを示しています。（表４－１、４－２） 
 
表４－１ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

　経常充当一般財源　Ａ 10,991,713 11,169,866 10,957,896 10,947,947 10,908,967

　人件費（一般財源） 3,354,235 3,224,919 3,292,594 3,297,800 3,235,330

　扶助費（一般財源） 1,552,910 1,616,923 1,638,493 1,661,817 1,687,037

　公債費（一般財源） 2,379,666 2,223,656 2,300,804 2,371,646 2,395,741

　その他（一般財源） 3,704,902 4,104,368 3,726,005 3,616,684 3,590,859

　経常一般財源　Ｂ 11,347,602 11,598,621 11,509,518 11,423,901 11,392,800

　経常収支比率　Ａ／Ｂ 96.9% 96.3% 95.2% 95.8% 95.8%
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表４－２ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 

（千円）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

　経常収支比率 96.9% 96.3% 95.2% 95.8% 95.8%

　人件費（一般財源） 30.5% 28.9% 30.0% 30.1% 29.7%

　扶助費（一般財源） 14.1% 14.5% 15.0% 15.2% 15.5%

　公債費（一般財源） 21.6% 19.9% 21.0% 21.7% 22.0%  
 
表４－３ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 
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  ② 公債費比率と起債制限比率 
     公債費比率は、平成１８年度以降、投資的事業が抑制されたことにより年度を追って減少 

する傾向にあります。 
     第５次糸満市行政改革大綱の数値目標である公債費比率１８％以下も平成２０年度には達 

成していますが、県内他市と比較すると依然として高い数値になっており更なる改善に取り 
組む必要があります。 
 起債制限比率は、平成１８年度の１４．３％から、地方債の新規発行を抑えることにより、 
漸次減少していきます。 
 健全な財政運営を図るには既往債の繰上償還を実施する必要がありますが、今後収支不足 
が予想される現状ではこのような措置は困難であり、今後とも引き続き投資的事業の抑制、 
地方債発行の制限が不可欠です。 
また、地方債発行についても借り入れ後の元利償還金が地方交付税に算定されるものを選

択するなど、十分な検討を行ったうえで借り入れる必要があります。 
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表５－１ 中期財政見通しにおける公債費比率及び起債制限比率の推移 
（千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

公債費比率 16.2% 14.7% 12.0% 12.1% 12.1% 11.3%

起債制限比率
（３か年平均）

11.6% 9.7% 7.2% 5.8% 5.1% 5.2%

市債残高（末時点） 22,574,589 23,138,068 22,928,989 22,830,955 23,143,002 23,620,019

標準財政規模（減税補
てん債・臨財債加算後）

11,029,599 11,367,944 11,551,301 11,461,263 11,380,004 11,350,911
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表５－２ １１市の公債費比率の比較（平成２０年度決算） 
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３）基金管理計画と公債費適正化に向けた対応 
（１）財政調整基金、公共施設整備基金及び減債基金の管理計画 
   中期的財政見通しの推計結果から計画的財政運営の必要性は明らかですが、今後適切な財源 
措置を図り、将来に向けた財政健全化を推進するためには、歳入の確保と歳出の圧縮に加え、 
基金運用の適正な管理計画を立てる必要があります。特に財政調整基金、公共施設整備基金及 
び減債基金（以下「財政調整基金等」という。）については、無秩序な運用を控え適正に活用 
しなければならず、計画策定は的確な運用を目指すことに繋がります。 
 財政調整基金等は、平成２２年度当初時点での残高が２億５,６６８万２千円となっており、
現在の財政事情から、これ以上の基金取り崩しは極めて困難です。 
財政調整基金、減債基金の積み立てについては、毎年度、歳入総額から歳出総額を差し引い 
た剰余金を想定しています。しかし、大幅な歳入不足が見込まれる現状では当分の間剰余金の 
発生はないものと考えており、当基金への積み立ては行えません。 
公共施設整備基金は、本市土地開発公社の埋立事業に係る特別負担金などを積み立てますが、 
すでに埋立事業は、ほぼ完了しており公社からの負担金を積み立てることは困難です。 
 基金管理については、非常に厳しい状況ではありますが極力現在の基金残高を維持しつつ、 
財政健全化策の推進により収支差のアンバランスを早期に解消し、計画的な基金積立を実施で 
きるよう努めます。 
 

表６ 財政調整基金、減債基金、公共施設整備基金の管理運用計画 
（千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

　財政調整基金 200,274 256,682 256,681 256,681 256,681 256,681

　取り崩し 170,000 1

　積立 26,408

　余剰金 200,000

※平成２２年度の数値は、当初予算編成時のもの。  
 

（千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

　減債基金 50,722 300,722 200,722 200,722 200,722 200,722

　取り崩し 265,000 100,000

　積立 415,000

　余剰金 100,000

※平成２２年度の数値は、当初予算編成時のもの。  
 

（千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

　公共施設整備基金 198,206 1,482,250 982,250 982,250 982,250 982,250

　取り崩し 320,095 500,000

　積立 1,604,139

　余剰金

※平成２２年度の数値は、当初予算編成時のもの。
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（２）公債費適正化に向けた対応 
    本市の公債費比率は、平成１７年度・１８年度の１８．７％をピークに減少傾向にあり、平 

成２１年度には第５次糸満市行政改革大綱の数値目標である１８％以下になっています。しか 
しながら中期財政見通しでは平成２３年度を境に横ばいの見通しとなっており、引き続き公債

費適正化に向け、新発債発行を伴う投資的事業の抑制など対策を講ずる必要があります。 
 

Ⅱ．行政改革推進と財政健全化に向けた対応 
１）行政改革と財政健全化に向けて 
（１）収支見通しと持続可能な財政運営 
    平成２３年度から平成２６年度までの収支見通しについては、先に示したとおり特段の対策 

も講じないまま推移した場合、累積赤字は３３億９,６６８万２千円に達し、本市の財政運営維
持が危機的状況にあることは明らかです。 
そのため「将来にわたり持続可能な財政運営」という行政目的を達成するため、目標の設定、 
具体的な対応策の構築が必要です。 

 
（２）財政健全化への数値目標（糸満市行政大綱・実施計画における数値目標） 
   当実施計画は、平成１８年度から平成２２年度までの５か年間を目途に、計画的に実施する 
ものであります。また、計画策定後に状況の変化等により項目の追加・変更等の必要性が生じ 
たときは、毎年度適宜修正を加えて改革推進を図っています。 

    主な数値目標は、次のとおりです。 
   ①定数職員の削減  ５０１名 → ４５２名 △９．８％（平成１８年度～平成２２年度） 
   ②経常収支比率の抑制  ８５％以下を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ③公債費比率の抑制   １８％以下を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ④市税等の収納率向上  ９０％以上を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ⑤公共工事コストの縮減 １０％程度縮減を目標     （平成１８年度～平成２２年度） 
   財政運営の健全化に向けた目標値のうち「②経常収支比率の抑制」については、（２）中期 
的財政見通しにおける財政指標分析でも述べたように、目標達成のためには非常に厳しい状況 
にあります。今後、事業の取捨選択を徹底して行い、場合によっては実施期間の延長も含めて 
持続的に適切な措置を図りながら、財政状況の改善に努めることが重要です。 

 
２）行政改革推進による財政健全化方策 
（１）財政健全化方策について 
   前回の財政計画（平成２１年度～平成２５年度）は、第５次糸満市行政改革大綱実施計画を 
「財政健全化方策」と位置付けると同時に、糸満市集中改革プランに掲げる各行革項目を実施 
することにより、将来に渡る持続可能な財政運営に向けた計画として定めています。 

   行革大綱実施計画は行政改革の基本的な方向を示した改革大綱を指針として、また集中改革 
プランは行政改革の具体的内容を定めたものとして策定しており、財政健全化策を策定する場

合は、これら計画等と整合性を保ちながら各年度における収支差のアンバランスを解消してい

くことが必要です。しかし、第５次行政改革大綱実施計画は平成２２年度まで、集中改革プラ

ンは平成２１年度までの計画目標となっているため、平成２３年度以降の新たな目標設定が必

要であり、現在行政改革検討委員会等で議論検討を重ねています。今後、新たに設定された目

標を指針として財政運営の健全性を確保していきます。 
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 （２）新たな目標設定に向けた検討事項 
  ① 経費の合理化 
   ア 事務事業における終期の設定 
      義務的・経常的な事務事業を除き、すべての事務事業について終期設定を行う。 
   イ 各種事業の見直し 
      自己点検・自己評価による事業の縮小、統合、廃止、変更等不断の見直しを実施する。 
   ウ 経費の節減合理化と予算の厳正な執行 
      すべての経費について毎年度厳しく洗い直しを行い、経費節減に努める。 
   エ 広告入り市民配布用封筒の活用 
      広告を登載した市民配布用封筒の寄贈を受け、印刷製本費の節減を図る。 
   オ 職員被服貸与制度の見直し 
      各種被服の必要性を検討し、種類・貸与期間等の見直しを図り経費節減を図る。 
   カ 諸行事の見直し 
      市民の要望に添った形で順次統廃合や運営方法等に見直しを加える。 
   キ 民間委託の計画的推進 
      民間委託指針に基づき委託が適当な事務事業は計画的に推進する。 
   ク 公の施設の管理運営の見直し 
      公の施設の安定的・効率的な管理運営及び市民サービス向上の推進を図る。 
   ケ ＰＦＩ制度の活用についての検討 
      公共施設整備にあたっては、民間資本を主体とした整備手法の活用を検討する。 
 
  ② 歳入の確保 
   ア 使用料・手数料等の適正化 
      必要経費や類似施設及び他市町村の状況等を踏まえ定期的に見直しを行い、受益者負担 

の適正化を図る。 
   イ 市有地の適正管理 
      資産・債務改革の方向性と具体的な施策を策定する。 
   ウ 行政資料等の有料化 
      市勢要覧その他行政資料の一部有料化を行う。 
   エ 新たな財源の確保に関する検討 
 
  ③ 税収入に関する適正化 
   ア 課税客体の的確な把握と適正な課税 
      納税者の公平性を図り、適正な課税客体の把握により、安定した財源確保を図る。 
   イ 収入未済対策（徴収強化等の検討） 
      徴収強化として納税義務のさらなる啓蒙、臨戸訪問や口座振替納付の奨励等を行い、一

層の収納率向上に努める。 
   ウ 法定外目的課税等の調査・研究 
      法定外目的税を含め、新たな財源の調査・研究を行う。 
   エ 各種税率の見直し 
      市民へのバランスのとれた税負担を考慮し、適正な税率を設定するよう見直しを検討す

る。 
   オ 休日等の納税相談及び窓口納付 
      休日等の納税相談の普及強化及び窓口納付を実施し、納税の機会の拡大を図る。 
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  ④ 補助金等の整理合理化 
   ア 各種団体の自立的な運営の促進 
      市が行う補助の対象のあり方等を点検・見直しし、各種団体の自立的な運営の促進を図

る。補助対象が育成的内容であれば、終期設定を行う。 
   イ 補助金の見直し 
      その使途・効果を十分検討し所期の目的を達成したと認められるもの及び補助金以外の 

繰越金を出している団体等に対するものについては、削減又は廃止を検討し計画的抑制 
を図る。 

   ウ 負担金の見直し 
      各種協議会、連絡会議等に対する負担金支出の見直しを図る。 
       (1) 加盟の必要性、負担割合の妥当性を点検・見直し、その削減を図る。 
       (2) 出席者負担金の必要性、出席人数の妥当性を見直し、その削減を図る。 
   エ 補助金検討委員会の設置 
      公平・中立の立場から市民による検討委員会を設置し、定期的に検討を行う。 
   オ 外郭団体等の経営改善及びその在り方の検討 
      団体の目的の達成や法令等の改正を踏まえ、その在り方について廃止を含め検討する。 
   カ 一部事務組合等への負担金・補助金の精査 
      一部事務組合、外郭団体等への負担金・補助金については、事前調整を一層密にして負 

担額・補助額の精査に努める。 
   キ 既存組織の運営の見直し 
      広域行政の運営については、その内容を精査し、分担金の縮減に努める。 
  
 ⑤ 組織・機構と定員適正化 
   ア 効率的・効果的な組織体制の推進 

総合的・機能的に展開できるよう常時組織を点検し、効果的・効率的な組織体制の見直 
しに努める。 

   イ プロジェクトチーム等の弾力的活用 
      新たな行政課題への対応や総合行政を推進していくための横断的な組織として、プロジ 

ェクトチーム等の弾力的活用を図る。 
   ウ プロジェクトチームへの参加に職員公募制の実施 
      客観的視点や積極的に活用したい職員の意欲に応え、チームの活性化を図るため、職員 

の公募制を導入する。 
   エ 係等制度の見直し 
      行政課題に機動的に対応するとともに事務執行の効率化を図るため、係制の廃止やグル 

ープ制及び担当制の導入について検討する。 
オ 定員適正化計画の策定見直し 
   国が定める地方公務員の定員関係の基準等の見直しや、事務事業の仕分けによる公共サ 

ービス改革の取組みについて、適切に反映するなどを通じて職員数の一層の純減を図る。 
カ 嘱託職員・臨時職員等の積極的な活用 
   行政責任の確保やサービス水準の維持に留意しながら積極的な活用を図る。 
キ 用務員及び補助的業務のパート化の検討 
   必要な時に必要な業務が遂行できるパートの職員を配置し、業務の効率化を図る。 
ク 任期付採用職員の活用 
   公務職場では得られない人材の確保、行政の効率化等が期待されることから、その必要 

性を精査するとともに条例化を検討する（平成 21年度条例化）。 
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  ⑥ 幼保連携等関連 
   ア 幼保一元化システムの検討 
      就学前児童の保育と教育機能連携を図り、一元化導入について国の動向と併せ検討する。 
   イ 近接する保育所・幼稚園の統廃合の検討 
      児童生徒の減少に伴い、近接する保育所、幼稚園の統廃合について検討する。 
   ウ 保育所の民営化 
      民間保育園と公立保育所との役割分担を明確にし、民間活力の導入を図り、公立保育所

の民営化を実施する。 
エ 幼稚園の民営化（認定園の検討等） 
オ 複合施設等による幼保連携の検討 

 
 

Ⅲ．今後の財政運営の健全性確保に向けて 
   財政計画に沿って今後の財政運営の健全性確保を推進するためには、その効果的進行管理を行 
うことが重要です。 
 上記に掲げた方策は、現在行政改革検討委員会等において盛んに議論・検討されており、今後 
それら方策を点検し、着実かつ確実に実行することで多額の収支不足の解消に繋がり将来におい 
て自主的・自立的な財政運営に取り組むことができます。そのためには、職員一人一人が市財政 
の抱える諸問題を正しく理解し、厳しい財政状況を認識する必要があります。また、財政健全化 
のための方策を常に意識しながら、業務を遂行することにより効率的な財政運営が可能となりま 
す。 
 行政は、公金という市民負担に基づいて市民の負託に応えていくものであり、市民が望む行政 
サービスを提供するためには、受益に応じた負担の適正化が必要です。個々の事業ごとにそのコ 
ストを明確にし、サービス水準、市民負担についても検討する必要があります。 
今回の計画の見直しにあたっては、中長期的な財政収支の均衡と市民ニーズに即した行政需要

への対応を目標に掲げ、より一層強力に取り組んでいかなければならないと考えています。 


